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1. 失われた20年と産業空洞化
　日本企業の多くは、1991年のバブル経済崩壊後に「失われた20年」と
呼ばれる停滞期を経験した。失われた20年について、深尾[2012: 1]は「日
本の経済停滞を、バブル崩壊やその後の不適切な財政・金融政策がもたら
した一過性の問題ではなく、慢性的な需要不足や生産性の長期低迷など、
より長期的・構造的な視点で捉える」必要があると指摘している。つまり、
失われた20年と呼ばれる停滞期は、構造的な問題として日本企業全体に
大きくのしかかってきた。しかし、国際化、グローバル化という観点から
見れば、異なる状況も存在するのである。
1-1. 海外直接投資
　図1に示す通り、海外子会社を保有する日本企業の割合はこの20年間で
着実に増加している。バブル経済崩壊以前に海外直接投資がある程度は進
展していた大企業でも、1994年の25.1%から2013年には32.1%と、海外子
会社を保有する割合は4社に1社から3社に1社へと増加している。さらに
中小企業の場合、中小企業全体では1994年の6.6%から2013年には14.6%
と約2.2倍、中小製造業に限定すると1994年の8.1%から2013年には20.8%
と約2.6倍も、その割合が増加していることが明らかになる。
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図1　海外子会社を保有する日本企業の割合（1994-2013年度）
資料：中小企業庁[2016: 175]『中小企業白書』2016年版。
原資料：経済産業省[1995-2014]「企業活動基本調査」各年版。
1-2. 産業空洞化
　日本企業の海外直接投資が進展する一方で、海外直接投資が日本におけ
る産業空洞化を招く恐れが指摘されてきた。中村、渋谷[1994]は空洞化の
メカニズムについて、海外生産展開が国内生産の減少をもたらし、その国
内生産の減少が生産技術や製造技術といった応用化技術の不足をもたら
し、それらの技術低下がさらなる国内生産の減少をもたらすことを主張し
た。その後も吉田、永山、森本[1999]や小林[2003]など、海外直接投資が
日本における産業空洞化を招くという議論が、1990年代から2000年代に
かけて活発に行われてきた。
　一方で、日本企業の海外直接投資が当該企業の成長をもたらす可能性に
ついて、乾、戸堂、Hijzen[2008]や若杉他[2008.9]などの実証研究が推進
されている。若杉他[2008.9]は「国際化企業は非国際化企業よりもパフォー
マンスが高いこと」や、「国際化企業の技術集約度が非国際化企業に比べ
て高まっていること」などを実証的に示している。ミクロ・データを活用
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したこれらの実証研究は、海外直接投資が日本国内における企業のパ
フォーマンス（売上高や雇用）などに正の影響があることを示しているも
のの、海外直接投資が国内拠点に正の影響をもたらす理由についての分析
は必ずしも十分ではなかった。
　この点について、中村[2013.7]や藤井[2014.7]は仮説的なアプローチに
より、海外直接投資が国内拠点に正の影響をもたらす理由について検討し
ていた。中村[2013.7]は、天野[2005]による「市場・資源獲得型投資」と「国
内生産代替型投資」の議論に依拠しつつ、「市場・資源獲得型投資」では「国
内生産顧客獲得」について「新規顧客」と「既存顧客」の2通りの可能性
を指摘している。「国内生産代替型投資」では国内生産減少によって生じ
たスラックを活用した、「顧客転換」の可能性を指摘している。
　藤井[2014.7]は、日本政策金融公庫の融資先に対する質問票調査に基づ
いて、海外直接投資後の国内事業の変化について検討している。その結果、
「市場獲得」を主目的としている企業であっても「価格競争力」が「強くなっ
た」と回答している企業が多い（「強くなった」企業の割合－「弱くなった」
企業の割合＝42.0）。一方で、「コスト削減」を主目的としている企業であっ
ても「製品・サービスの品揃えやラインナップ」が「広がった」と回答し
ている企業が多い（「広がった」企業の割合－「狭くなった」企業の割合
＝44.7）。さらに「海外直接投資の結果、国内事業に思わぬ好影響はあっ
たか」という質問に対して、37.2%が「思わぬ好影響があった」と回答し
ている。
　図1に示した通り、海外子会社を保有する日本企業の割合はこの20年間
で増加しており、特に中小製造業でその割合が大きく増加している。こう
した海外直接投資の増加は、かつては産業空洞化を招くものとして否定的
な評価を受けることが多かったものの、近年の研究では企業に成長をもた
らすものとして肯定的に評価されるようになっている。そこで本稿では、
中小製造業の海外直接投資における、本社と海外子会社の関係について検
討することを目的とする。
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2. 海外対応と国内事業
　第1節で説明した通り、中村、渋谷[1994]や吉田、永山、森本[1999]、
小林[2003]などによる産業空洞化の議論に基づくならば、海外直接投資は
国内生産の減少を招き、国内事業の縮小をもたらす。しかし、乾、戸堂、
Hijzen[2008]や若杉他[2008.9]、中村[2013.7]や藤井[2014.7]のように、近
年の研究によれば個別企業のレベルでは海外直接投資は必ずしも国内事業
の縮小をもたらさない。そこで輸出やインバウンド対応も含む広義の海外
対応と国内事業の関係について本節で確認する。
2-1. 輸出
　第1に、企業の国際化の第一歩となる輸出について検討する。図2は、
輸出の開始が企業の国内事業に与えた影響である。輸出について「良い影
響」と「やや良い影響」を合計すると、「売上高の増加」69.8%、「企業の
将来性」64.8%、「利益の増加」58.7%と、良い影響が出たと回答している
企業が5割を超えている。本稿が注目する「国内雇用の増加」についても、
「良い影響」と「やや良い影響」の合計が24.9%、「悪い影響」と「やや悪
い影響」の合計が4.5%と、良い影響の方が圧倒的に大きいことが明らか
になる。
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図2　輸出の開始が企業に与えた影響 
資料：中小企業庁[2014: 307]『中小企業白書』2014年版。
原資料：中小企業庁委託「中小企業の海外展開の実態把握にかかるアンケート調査」（2013年
12月、損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント）。
2-2. 直接投資（販売機能）
　第2に、直接投資の中でも販売機能について検討する。図3は、直接投
資（販売機能）の開始が企業の国内事業に与えた影響である。直接投資（販
売機能）について「良い影響」と「やや良い影響」を合計すると、「企業
の将来性」72.0%と「売上高の増加」56.3%について、良い影響が出たと
回答している企業が5割を超えている。「利益の増加」47.0%と「経営管理
の高度化」40.2%も良い影響の方が悪い影響よりも圧倒的に大きい。本稿
が注目する「国内雇用の増加」については、「良い影響」と「やや良い影響」
の合計が16.4%、「悪い影響」と「やや悪い影響」の合計が10.1%と、良い
影響の方がやや大きいことが明らかになる。
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図3　直接投資（販売機能）の開始が企業に与えた影響 
資料：中小企業庁[2014: 319]『中小企業白書』2014年版。
原資料：中小企業庁委託「中小企業の海外展開の実態把握にかかるアンケート調査」（2013年
12月、損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント）。
2-3. 直接投資（生産機能）
　第3に、直接投資の中でも生産機能について検討する。図4は、直接投
資（生産機能）の開始が企業の国内事業に与えた影響である。直接投資（販
売機能）について「良い影響」と「やや良い影響」を合計すると、「企業
の将来性」67.6%と「売上高の増加」55.1%について、良い影響が出たと
回答している企業が5割を超えている。「利益の増加」48.9%と「経営管理
の高度化」40.4%も良い影響の方が悪い影響よりも圧倒的に大きい。本稿
が注目する「国内雇用の増加」については、「良い影響」と「やや良い影響」
の合計が16.1%、「悪い影響」と「やや悪い影響」の合計が15.4%と、良い
影響と悪い影響が拮抗していることが明らかになる。
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図4　直接投資（生産機能）の開始が企業に与えた影響 
資料：中小企業庁[2014: 318]『中小企業白書』2014年版。
原資料：中小企業庁委託「中小企業の海外展開の実態把握にかかるアンケート調査」（2013年
12月、損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント）。
　「国内雇用の増加」について確認すると、輸出の場合は「良い影響」と「や
や良い影響」の合計が24.9%、「悪い影響」と「やや悪い影響」の合計が4.5%
と、良い影響の方が圧倒的に大きい。しかし、直接投資（販売機能）の場
合は「良い影響」と「やや良い影響」の合計が16.4%、「悪い影響」と「や
や悪い影響」の合計が10.1%と、良い影響の方がやや大きい程度になって
しまう。さらに、直接投資（生産機能）の場合は「良い影響」と「やや良
い影響」の合計が16.1%、「悪い影響」と「やや悪い影響」の合計が15.4%
と、良い影響と悪い影響が同程度になってしまう。国内雇用の増加を見る
限り、輸出に比べて直接投資、特に生産機能の直接投資は国内雇用に正に
も負にも影響を与えてしまうことが明らかになった。
2-4. 国内従業者数の変化
　国内雇用の変化に注目して、さらに最新のデータを確認する。図5は、
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海外展開投資別に見た海外展開投資を行ったことによる国内従業者数の変
化である。「インバウンド対応」と「輸出」、「直接投資（販売機能）」、「直
接投資（生産機能）」のいずれも、「増加した」が20%前後を占めている。
一方で、「減少した」については、「インバウンド対応」と「輸出」、「直接
投資（販売機能）」のいずれも5%未満であるのに対し、「直接投資（生産
機能）」だけが11.4%と10%を超えている。ここでも、直接投資（生産機能）
は国内従業者数を減少させてしまう可能性を示している。
図5　海外展開投資別に見た国内従業者数の変化 
資料：中小企業庁[2016: 166]『中小企業白書』2016年版。
原資料：中小企業庁委託「中小企業の成長と投資行動に関するアンケート調査」（2015年12月、
帝国データバンク）
2-5. 直接投資開始の有無
　これまで直接投資を中心に海外対応を行った企業について検討してき
た。その中では、直接投資（生産機能）を行っている企業は、他の海外対
応を行っている企業に比べて、国内従業者数を減少させる可能性が高いこ
とが明らかになった。しかし、生産機能の直接投資を行わなければ、国内
従業者数を減少させることがないという訳ではない。そこで、直接投資の
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有無による国内従業者数の推移について検討する。
　図6は、2002年度に直接投資を開始した、2009年度まで継続している企
業（直接投資開始企業）と1995年度から2009年度まで一度も直接投資し
ていない企業（直接投資非開始企業）の国内従業者数の推移である。
2002年度の国内従業者数を100とした場合、直接投資非開始企業が1995年
度から2009年度までほぼ100で横ばいであるのに対し、直接投資非開始企
業は国内従業者数が増加傾向にあることがわかる。2002年度から2009年
度の年平均成長率（CAGR）で比較すると、直接投資非開始企業は0.4%の
成長であるのに対し、直接投資開始企業は1.8%も成長している。
図6　直接投資開始企業の国内従業者数（2002年度開始）
資料：中小企業庁[2012: 95]『中小企業白書』2012年版。
原資料：経済産業省[1996-2010]「企業活動基本調査」再編加工。
　図6の場合、直接投資の有無だけでなく直接投資のタイミングによる影
響も避けられないため、データが利用可能な他の年度でも比較する。図7
は、2004年度に直接投資を開始した、2011年度まで継続している企業（直
接投資開始企業）と1997年度から2011年度まで一度も直接投資していな
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い企業（直接投資非開始企業）の国内従業者数の推移である。2004年度
の国内従業者数を100とした場合、直接投資非開始企業が1995年度から
2009年度までほぼ100で横ばいであるのに対し、直接投資非開始企業は国
内従業者数が増加傾向にあることがわかる。2002年度から2009年度の年
平均成長率（CAGR）で比較すると、直接投資非開始企業は0.4%の成長で
あるのに対し、直接投資開始企業は2.5%も成長している。
図7　直接投資開始企業の国内従業者数（2004年度開始）
資料：中小企業庁[2014: 333]『中小企業白書』2014年版。
原資料：経済産業省[1998-2012]「企業活動基本調査」再編加工。
　図6と図7は直接投資開始企業と直接投資非開始企業の比較であり、デー
タの制約から、先の議論の中心となっていた生産機能の直接投資を行った
企業だけを取り上げたデータではない。しかし、図3と図4に示されてい
るように、直接投資（販売機能）と直接投資（生産機能）の企業数は直接
投資（生産機能）の方が若干多い。図6と図7についても、生産機能の直
接投資を行っている企業を半数以上含むデータと考えられ、直接投資開始
企業と直接投資非開始企業を比較した場合、直接投資開始企業の方が国内
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従業者数を増加している傾向にあることが明らかになる。
2-6. 直接投資の目的
　図6と図7で見たように、直接投資開始企業と直接投資非開始企業を比
較した場合、直接投資開始企業の方が国内従業者数を増加している傾向に
あることが明らかになる。しかし、直接投資を行っている企業でも、国内
企業を増加させている企業と減少させている企業が存在する。その理由を
検討するために、直接投資の開始で国内雇用に良い影響があった企業と直
接投資の開始で国内企業に悪い影響があった企業を比較する。
　図8は、直接投資の開始による国内雇用への影響別の直接投資の目的で
ある。ここでは製造業を取り上げ、直接投資による国内雇用の増加への影
響として「良い影響」と「やや良い影響」と回答した企業を良い影響（n=78）、
直接投資による国内雇用の増加への影響として「悪い影響」と「やや悪い
影響」と回答した企業を悪い影響（n=76）とした。
　悪い影響があった企業は、「人件費等のコストの削減」と回答した企業が、
良い影響があった企業よりも多い。人件費等のコストの削減を目的として
生産機能の直接投資を行った場合、国内の生産機能は相対的にコストが高
く、雇用縮小に向かう可能性が高い。
　一方で、良い影響があった企業は、「新規の取引先・市場の開拓」と回
答した企業と、「原材料・部材等の仕入・調達」と回答した企業が、悪い
影響があった企業よりも多い。「新規の取引先・市場の開拓」が実現すれば、
新たな需要が生まれるため、その需要に対応するために国内雇用も増加す
る可能性が高い。「原材料・部材等の仕入・調達」については、人件費等
の削減ではなく原材料費の削減でコスト削減を実現できれば、国内雇用は
維持もしくは拡大に向かう可能性が高い。
　つまり、投資の形態で分類した場合、直接投資（生産機能）は、輸出や
直接投資（販売機能）よりも国内雇用が減少する可能性が高い。しかし、
生産機能の直接投資の目的も一様ではなく、その目的によって必然的に国
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内雇用が増加に向かう可能性が高いか、減少に向かう可能性が高いか分岐
することが明らかになった。
図8　国内雇用への影響別の直接投資の目的
資料：中小企業庁[2014: 334]『中小企業白書』2014年版。
原資料：中小企業庁委託「中小企業の海外展開の実態把握にかかるアンケート調査」（2013年
12月、損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント）。
3. 仲介機能
　これまで確認した通り、生産機能の直接投資は国内従業者数を増加させ
る可能性と減少させる可能性の両面あった。しかし、生産機能の直接投資
が必ずしも国内従業者数の減少、すなわち産業空洞化をもたらすとは限ら
ない。さらに、生産機能の直接投資が国内従業者数を増加させる可能性も
あるため、本稿の最後である本節では企業間ネットワークにおける本社と
海外子会社の関係について、特に仲介機能に注目して検討する。
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3-1. 事例
　根岸[2013.2]は大阪市東住吉区に本社を置く東研サーモテックを取り上
げて、海外子会社での受注が契機となり、本社（または国内）の受注が増
加する「ブーメラン効果」を紹介している。
　東研サーモテックは1995年7月にタイトーケンサーモを設立し、翌1996
年12月にはトーケンマレーシアを設立して、海外直接投資を本格的に展
開した。しかし、マレーシアの拠点の開設まもなく、1997年7月にアジア
通貨危機が発生したため、一度はマレーシアの拠点の閉鎖を決断した。
　根岸[2013.2: 89]はマレーシアの拠点の状況について以下のように紹介
している。マレーシアの拠点では閉鎖を避けるため、現地での受注活動に
努めた。その結果、現地では日本国内では取引関係にない遠隔地（中京地
区や関東地区）の企業との取引が発生した。その担当者が日本に帰国する
と、日本国内でも受注が発生する事例が存在した。つまり、海外子会社で
の企業間関係の構築が、日本国内での受注につながったのである。
「マレーシアは撤退に向けて作業を始めよう」、川嵜はマレーシア工
場の責任者に伝えた。と、40代の実直な男はボロボロッと涙を流し、「社
長、撤退だけは堪忍してほしい」と訴える。責任者は現地で育てたマ
レーシア人スタッフが可愛いのだ。元来、情に濃い川嵜は、もらい涙
をグッと堪え、「ほな、経費削減はもちろん、お客さんを探して走り
回れ！」と、語尾を強く言い放った。90年代後半、東南アジアは日系
企業の進出途上にあり、赴任した日本人社員たちの間には、開拓農民
にも似た同志的連帯感があった。（中略）配転で帰国しても、心安い
相手に仕事を発注する。東南アジアに進出してからは中京、関東地区
に得意先が広がり、国内の仕事量も増えていった。こらブーメラン効
果や、海外に投げたものが日本で戻ってくる。予期せぬ仕事の受注に、
川嵜はブーメラン効果と名付け、ニンマリとした。通貨危機も癒えた
2002年、マレーシア工場での日系の大手家電メーカーの仕事が具体化
横浜市立大学論叢社会科学系列　2017：Vol.68　No.3
118
する。耐摩耗性を高めるため、コンプレッサーの重要部品に、極薄の
被膜を施す仕事だ。薄膜形成処理は表面硬化熱処理と共に、東研の柱
となる技術である。（中略）約1億5000万円の投資で設備を整え、大手
家電メーカーに応えると、信用につながった。これまで取引がなかっ
た大手家電メーカーから、国内の東研に仕事が舞い込む。
　さらに根岸[2013.2: 90]はタイの拠点についても以下のように紹介して
いる。ディーゼルエンジン用の超高圧の燃料噴射装置である、コモンレー
ルシステムの70点ほどの部品の熱処理とコーティングの受注が舞い込ん
だ。この結果、タイでの雇用が2005年には前年の2倍の600人と急増した
だけでなく、日本国内でも協力会への加入へとつながった。
この大手自動車関連メーカーはデンソーであると考えられる。デンソー
は2003年にハンガリーで、2004年にはタイでコモンレールシステムの部
品生産を本格的に開始している。また、東研サーモテックはデンソーから
『優秀表彰　品質賞』や『原価賞』などを度々受賞しているからである。
マレーシアに少し遅れ、業績の回復が見えてきたタイでも、エポッ
クメーキングな出来事が進行している。ある日、中年の男性が現地の
工場を訪れる。名刺には日系の大手自動車関連メーカーの企業名が
あった。「実はタイでも、コモンレールシステムの生産を立ち上げる
ことになりまして」（中略）欧州で立ち上げたコモンレールシステム
の製造工場は、熱処理もすべて内製で賄ったが、タイでは東研がある。
（中略）この仕事が軌道に乗った05年には、現地従業員数は前年の倍
の600人に増えた。現在の従業員数は1000人を超えている。タイ工場
への投資額は、操業からの累計で50億円を超えた。売り上げも右肩上
がりで、海外売上高60億円のうち、50億円をタイ工場が占めるまでに
なった。タイでの実績が認められ、日本ではコモンレールを製造する
大手自動車関連メーカーの協力会への加入が実現。またまたブーメラ
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ン効果で、日本での仕事量も増えた。東研サーモの場合、「海外進出
＝国内の空洞化」に当てはまらない。海外進出をした十数年間で国内
雇用は約3割増え、単体の売上高もおよそ2.5倍に増加している。
　東研サーモテックの場合、マレーシアとタイの海外子会社が仲介機能を
果たし、海外進出前に比べて10数年間で国内雇用は約3割増加し、国内単
体の売上高は2.5倍に増加している。これまで見てきた通り、生産機能の
海外直接投資は国内雇用に対して正にも負にも影響を与えてしまう。その
中で、生産機能の海外直接投資が国内雇用に対して正の影響を持つ場合に
ついて、ここでは東研サーモテックの事例に基づいて一例を示した。
3-2. 結論と課題
　日本経済は1991年のバブル経済崩壊後に失われた20年と呼ばれる長期
の停滞期を経験したものの、海外直接投資という面から見れば、海外子会
社を保有する企業の割合はこの20年間で増加している。特に中小製造業
について見れば、1994年の8.1%から2013年には20.8%と約2.6倍も割合が
増加していることが明らかになった。
　山藤[2014.7]では海外展開が国内拠点に寄与する直接的な効果を検討
し、「グローバル受注」「営業拠点機能」「利益移転」の3つの効果が国内事
業の維持・拡大に貢献していることを明らかにした。その営業拠点機能と
は、海外子会社が営業拠点となり、海外子会社の顧客の紹介で日本国内の
顧客が増加することから、「ブーメラン効果」と名付けた。
　本稿でもこのブーメラン効果について仲介機能という点に注目して検討
し、日本の中小企業全体のマクロで見た場合にも単なる産業空洞化ではな
く、生産機能の海外直接投資が国内雇用の増加をもたらす場合があること
明らかにした。さらに単一事例であるものの、東研サーモテックのという
ミクロの事例を通じて、マレーシアやタイの拠点が仲介機能を果たすこと
でブーメラン効果が発生していることを示した。
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　本稿の課題としては、マクロのデータについては、海外直接投資のデー
タで生産機能と販売機能についてデータの制約上区別できないデータもあ
るため、大規模な質問票調査などによって独自の大量データの獲得と分析
を行う必要性が認識された。ミクロのデータについては、ブーメラン効果
が発生している事例の収集に努めるとともに、可能な範囲で失敗事例（生
産機能の海外直接投資で国内雇用が減少している事例）との比較検討など
も行う必要性があると認識された。これらの諸問題については、今後の検
討課題としたい。
付記
本稿は、文部科学省科学研究費若手研究（B）（課題番号：15K17117）の
研究成果の一部である。
参考文献
天野倫文[2005]『東アジアの国際分業と日本企業』有斐閣。
中小企業庁[2012-2016]『中小企業白書』各年版、日経印刷。
藤井辰紀[2014.7]「中小企業の海外直接投資が国内事業に影響を及ぼすメカニズ
ム」『日本中小企業学会論集』(33)、173-185。
深尾京司[2012]『「失われた20年」と日本経済：構造的原因と再生への原動力の
解明』日本経済新聞出版社。
浜松翔平[2013.7]「海外展開が国内拠点に与える触媒的効果：諏訪地域海外展開
中小企業の国内競争力強化の一要因」『日本中小企業学会論集』(32)、84-
96。
浜松翔平[2016.7]「海外進出中小企業の国内転換活動と国際分業」『日本中小企
業学会論集』(35)、211-214。
乾友彦、戸堂康之、Alexander Hijzen[2008]「海外進出・生産委託の影響」深尾
京司、宮川努編『生産性と日本の経済成長：JIPデータベースによる産業・
企業レベルの実証分析』東京大学出版会、319-341。
121
山藤　企業間ネットワークにおける本社と海外子会社の関係－仲介機能に注目して－
経済産業省[1995-2014]「企業活動基本調査」各年版、経済産業省。
岸本太一、首藤聡一朗、額田春華、岸保行、浜松翔平、粂野博行[2014]『中小
企業の空洞化適応：日本の現場から導き出されたモデル』同友館。
小林英夫[2003]『産業空洞化の克服：産業転換期の日本とアジア』中央公論新社。
粂野博行[2016.7]「海外生産化の進展と地方中小企業：長野県上伊那地域におけ
る地域外需要獲得中小企業のメカニズム」『日本中小企業学会論集』(35)、
84-96。
盛岡功[2014.7]「海外展開しない中小製造業に関する実証研究：電子部品及び輸
送用機械製造業に係るテキストマイニング分析」『日本中小企業学会論集』
(33)、186-198。
中村吉明、渋谷稔[1994]『空洞化現象とは何か』通商産業調査会。
根岸康雄[2013.2]「「タイ進出で日本の受注増」ブーメラン効果の謎：東研サー
モテック」『PRESIDENT』51(2)、88-90。
関智宏[2015]「ものづくり中小企業のタイ進出の実態と課題：ネットワーキン
グとビジネスの深耕」大野泉『町工場からグローバル企業へ：中小企業の
海外進出戦略と支援策』中央経済社、137-167。
関智宏[2015.7]「中小企業の海外事業展開は産業集積にいかにして影響をもたら
すか：大阪府八尾地域における集積内中小企業のタイ事業展開プロセス」『日
本中小企業学会論集』(34)、92-104。
丹下英明、金子昌弘[2016.7]「中小企業における海外からの撤退要因：海外直接
投資を中心に」『日本中小企業学会論集』(35)、109-121。
若杉隆平、戸堂康之、佐藤仁志、西岡修一郎、松浦寿幸、伊藤萬里、田中鮎夢[2008.9]
「国際化する日本企業の実像：企業レベルデータに基づく分析」RIETI 
Discussion Paper Series 08-J-046。
山藤竜太郎[2014.7]「海外事業と国内事業の両立可能性：ブーメラン効果に注目
して」『日本中小企業学会論集』(33)、199-211。
吉田敬一、永山利和、森本隆男[1999]『産業構造転換と中小企業：空洞化時代
への対応』ミネルヴァ書房。
